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ステージⅡ

マッチングファンドによる
実用化検証

○実用性検証段階でリスク
の高い共同研究

･研究開発費:～60百万円
･期間:～3年

○実用化に向けた中核技術
構築のための共同研究
開発

・研究開発費：～2億円
･期間：～4年

【3～4年の産学共同研究】

【大学等と企業双方に研究費を配分】

ステージⅠ

産学共同研究のシーズの苗床

○シーズとしての実現可能性を産学共同で検証
･研究開発費:～8百万円
･期間:～1年

【１年間の可能性の検証】

ステージⅢ

実施料納付等による民間負担

【本格的な実用化開発】

○大学等の研究成果の
実用化開発を企業へ
開発委託

･研究開発費:～20億円
･期間:～5年

①売上に応じた実施料を納付※

②成功後、開発費全額を返済
（不成功時10％）

【企業に研究費を配分】

【大学等と企業双方に研究費を配分】

大
学
等
の
研
究
成
果

大
学
等
の
研
究
成
果
を
円
滑
に
実
用
化

○ 我が国の産学連携活動の基盤となる技術移転プログラム（個々の企業の事業化構想の中で大学発技術シーズを活用する
ための開発を支援）。課題や研究開発分野の特性に応じ、研究開発ステージに応じ切れ目なく成果の実用化・事業化を促進。

○ 有望な基礎研究の成果や産業界のニーズに基づく基盤的技術シーズを効率的につなぎこむ機能を強化。戦略的イノベー
ション創出推進プログラム（Sイノベ）、産学共創基礎基盤研究プログラムと一体的に運営。

出資機能の活用

創業段階等のベンチャー企
業を対象に金銭等出資、人
的・技術的支援

概 要

産業界からのニーズの反映
【基盤となる技術の研究開発】

有望な基礎研究成果の取り込み

○産業界に共通する技術課題解決のため

基盤的研究開発
･研究開発費:～25百万円
･期間:～5年

【大学等に研究費を配分】

○JST戦略創造事業等の成果を基にテーマ
を設定した研究開発

･研究開発費:～50百万円
･期間:～6年

【大学等と企業双方に研究費を配分】

【産学連携コンソーシアム】

出口機能の強化

・ 金融機関等との連携を
強化し有望な開発成果
への投融資を引き出す

（研究開発力強化法改正
を受け平成26年4月に開設）

研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）
平成２７年度予算額 ： 8,053百万円
うちＣＯＩ関連 ： 1,710百万円の内数

（平成２６年度予算額 ： 7,748百万円）
※運営費交付金中の推計額
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センター・オブ・イノベーション（COI）プログラム

【ビジョン主導型の研究開発】
◆ 現在潜在している将来社会の

ニーズから導き出されるあるべ
き社会の姿、暮らしのあり方を
設定し、このビジョンを基に
10年後を見通した革新的な研
究開発課題を特定。

◆既存の概念を打破し、革新的な
研究成果に基づく実用化を目指
した産学連携によるアンダーワ
ンルーフでの研究開発を集中的
に支援。

◆平成25年度に全国に12の拠点を
選定し、スタート。

◆平成27年度は、12拠点に対する
取組を着実に支援するとともに、
トライアルとして実施中の一部
をCOI拠点に発展させ、プログ
ラム全体のビジョン実現に向け
た取組を加速。

１０年後の目指すべき日本の社会像を見据えたビジョン主導型のチャレンジング・ハイリスクな研究開発課題を
バックキャスティングで設定。社会的・経済的インパクトが大きい革新的研究開発と規制改革等を推進して革新的な
イノベーションを実現させる。

プロジェクトのねらい

ビジョナリーリーダー

本事業のポイント
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平成２７年度予算額 ：8,186百万円
（平成２６年度予算額 ：8,322百万円）

※運営費交付金中の推計額

【COCN（産業競争力懇談会）による「第5期科学技術基本計画の策定に対する提言」（2015年3月5日）】

「新たな事業モデル」の構築を「アジリティ」を持って進め、「価値」の創出をはかるためには、「ビジョンからのバックキャスティングによる課題設定」
と「オープン・イノベーションによる解決の加速」が不可欠である。



ＣＯＩプログラムの推進体制

名誉相談役
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理化学研究所
理事長



V3-5

○ 【V3】 「共進化社会システム創成拠点：ヒ

ト／モノ・エネルギー・情報のモビリティによ
る多様で持続的な社会の構築」
パナソニックシステムネットワークス株式会社／九州大学

○ 【V2】 「精神的価値が成長する感性イノベーション

拠点」 マツダ株式会社／広島大学

○ 【V1】 「活力ある生涯のためのLast 5X
イノベーション」
パナソニック株式会社／京都大学 ○【V1】 「スマートライフケア社会への変革を先導する

ものづくりオープンイノベーション拠点」
公益財団法人川崎市産業振興財団

○ 【V1】「 「さりげないセンシングと日常人間ドックで実現す

る理想自己と家族の絆が導くモチベーション向上社会創生拠
点」 株式会社東芝／東北大学

○ 【V1】 「脳科学研究とビッグデータ解析の融合による画期的な疾患予兆発見の仕組み構築
と予防法の開発」
マルマンコンピュータサイエンス株式会社／弘前大学 （サテライト：京都府立医科大学）

★ 【V2】「 「『感動』を創造する芸術と科学
技術による共感覚イノベーション」
株式会社JVCケンウッド、東京藝術大学

○ 【V3】 「世界の豊かな生活環境と地球規模の持続可能性に
貢献するアクア・イノベーション拠点」
株式会社日立製作所／信州大学

○【V3】 「革新材料による次世代インフラシステムの構築
～安全・安心で地球と共存できる数世紀社会の実現～」
大和ハウス工業株式会社／金沢工業大学

○ 【V2】 「人間力活性化によるスーパー日本人の
育成と産業競争力増進／豊かな社会の構築」

パナソニック株式会社／大阪大学

★ 【V3】「 「感性とデジタル製造を直結し、生産者の創造
性を拡張するファブ地球社会創造拠点」
株式会社ロングフェロー／慶応義塾大学

○ 【V3】 「コヒーレントフォトン技術

によるイノベーション拠点」 東京大学

★【V1】「『食と健康の達人』拠点」
株式会社日立製作所／北海道大学
（サテライト：北里大学）

○ 【V1】 「若者と共存共栄する持続可能な健康
長寿社会を目指す～Sustainable Life Care, 
Ageless Society COI拠点～」 東京大学

○ 【V3】 「多様化・個別化社会イノベーションデザイン

拠点～いつまでも活き活きと活動し暮らせる社会とモビ
リティ～」 トヨタ自動車株式会社／名古屋大学

○： H25 設置12 拠点

★ 【V2】 「"以心電心"ハピネス共創社会構築
拠点」
株式会社KDDI研究所／東京工業大学

★ ：H27 設置6 拠点

★ 【V3】 「個人ニーズ未来ものづくりで健康・感性文化豊かな生活を目指すフロン

ティア有機システムイノベーション拠点」 大日本印刷株式会社／山形大学

センター・オブ・イノベーション（ＣＯＩ）プログラム拠点センター・オブ・イノベーション（ＣＯＩ）プログラム拠点

★ 【V1】「 「運動の生活カルチャー化に

より活力ある未来をつくるアクティブ・
フォー・オール拠点」
東洋紡株式会社／立命館大学
（サテライト：順天堂大学）
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企業

個別から共創へ
個別に育成したシーズの
うち他とのシナジーが
見込めるものを取り込む。

スピンオフ
副産物的成果のうち
見込みのあるものを

個別育成。

世界に誇る地域発研究開発・実証拠点
（リサーチコンプレックス）推進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

・成果の社会実装・地域産業の発展についてのビジョン
を基に、バックキャスティング手法※により、必要な要素
技術を特定。
・地域内外の研究開発力を拠点に統合し、研究開発→
実証→実用化へつなげる。

※バックキャスティング：あるべき将来の状態を設定し、そこから
逆算して現時点で必要となる技術を特定する手法

地域の将来ビジョンに基づき、地方自治体、技術
シーズを有する大学・研究機関、企業が結集して

拠点を形成

地 域

マッチングプランナープログラム

・地域企業のニーズのくみ取り
・JSTのネットワークでニーズを解決し得るシーズを全国の
大学等を探索

・これらのマッチング＆研究支援
・大学等の技術シーズや研究を活用した、商品開発等に
係る共同研究から事業化のサポート

マッチングできる!?

マッチング
プランナー

大学での研究
地域企業の困り事

共同研究・課題解決へ

大学等
研究機

関

 地方の創生と人口減少克服には、地域が現在抱える課題の解決・ビジョンの実現が必要。

 ビジョンの実現に向けた研究開発を行うとともに、マッチングプランナーなどを活用し、大学等の技
術シーズを基に地域から世界で戦える技術・産業を創出する。

【地域の課題の解決】

【ビジョンの実現】

一体的に推進

我が国の研究開発力を駆動力とした地方創生イニシアティブ
平成２７年度予算額 ： 2,620百万円（新規）

※運営費交付金中の推計額
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＜卓越した企業家、研究者による強力なマネジメント＞
•成果の社会実装、地域産業の発展についてのビジョンの同定。

•ビジョン及びプラットフォームの機能を国内外の企業、大学（若手研究者・学生）等に積極的にアピールし、新たなプレイヤーを
持続的に呼び込む。地域の強みを踏まえたイノベーションエコシステムの形成が目標。

•集積の充実のためのインフラ整備・環境整備（交通インフラ・インキュベーション施設等）や金融機関・投資家等との連携促進な
どの自治体からの協力。

世界に誇る地域発研究開発・実証拠点
（リサーチコンプレックス）推進プログラム

概要

海外参考事例：GIANT構想

○フランス、グルノーブル市
○マイクロ・ナノテクノロジー分野のMINATEC（Micro and 

Nanotechnology Innovation Campus）を中心として、エネ

ルギーやバイオテクノロジーの分野も統合した巨大な科学
技術研究・技術移転クラスターを形成する。

○研究者6,000人、学生5,000人、企業関係者5,000人。
○2010年から2016年までに13億ユーロを投資。（国17%、地

域政府25%、グルノーブル市19%、CEA5%、個人33%）

特徴

「まち・ひと・しごと創生本部」における取組

地域の特性
を踏まえた
海外市場も
狙えるプロ
ダクト・サー
ビスの連続
的創出・
事業化

頭脳集積、企業集積・高度化

先端的研究

資源の集積

自治体

B大学
先端的材料
合成設備

企業

A大学
構造・挙動
解析ツール

企業
C研究所

シミュレーション
ツール

企業

E大学
【地域外】

D大学
【地域外】

域外シーズ

域外シーズ

プレイヤー間のinteraction

先端研
究設備

複数の企業の参画
等の上、優位性のあ
る基盤技術（将来性
のある様々な製品・
サービスに応用可
能な汎用技術）を中
心とする異分野連携
研究開発に重点的
支援。

地域の将来ビジョンに基づき、地方自治体、
技術シーズを有する大学・研究機関、企業が 結集して拠点を形成

（国支出額の同額以上を地域が支出） （2拠点程度）

MINATEC
マイクロ－ナノ
テクノロジー

グルノーブル
経営学院

高等教育機関

GreEn
次世代エネルギー

Nanobio
保健・バイオテクノ

ロジー

EPN
Science Campus

放射光施設等

基礎研究

地域の優位性ある研究開発資源（人材、シーズ、先端研究設備等）を組織を越えて統合的に運用するとともに、地域外の
優れた資源も取り込み、革新的技術シーズの創出と関連分野の優れた若手人材の育成を行う産学官連携のプラット
フォーム形成（異分野融合による統合的共同研究システム）。

平成２７年度予算額 ： 1,756 百万円（新規）
※運営費交付金中の推計額
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＜ポイント＞

① 地元企業のニーズと全国のシーズとの最適マッチング
・地域のニーズに最適なシーズを全国から探索
・地域の産学官および金融機関とを結びつけるハブとなりワンストップサービスを提供

② 広域ネットワーク
・ＪＳＴ保有の全国ネットワークを活用して全国の技術シーズを探索
・ＭＰがこれまでに蓄積した大学・自治体等との緊密な交流、独自のネットワーク
・企業ニーズと全国の最適なシーズとをマッチング

③ ＭＰが当事者
・商品開発等に係る事業化を目指す段階までＭＰが関係機関と連携しつつ責任を持って支援

MP

マッチングできる!?

マッチング
プランナー

全国の各大学で創出
される技術シーズ

地域企業の困り事

共同研究・課題解決へ

マッチングプランナーを介した企業ニーズ解決による地域科学技術イノベーション創出

JSTのネットワークを活用して集積した全国の膨大な大学等発シーズと、地域の企業ニーズとをマッチングプランナー（ＭＰ）が結びつけ、共同研究から
事業化に係る展開を支援し、企業ニーズを解決することにより、ニッチではあるが付加価値・競争力のある地域科学技術イノベーション創出を目指す。

（復興促進プログラム（マッチング促進、平成24年度～）において、ＭＰによるマッチングと研究開発を通じて、技術課題解決と雇用創出に貢献の実績）

＜現状認識・課題＞
・ これまでの地域科学技術イノベーション施策の結果、地域の研究開発基
盤が充実。全国各地域の大学からも有望な技術シーズが数多く創出。
・一方、地域の企業の開発ニーズに合致する研究シーズは地域に限定さ
れない。これを結びつける仕組みが未整備であることが、最適なマッチン
グを図る上での障害となっている。

重
点
エ
リ
ア
に

派
遣
・
配
置

地
域
の
ニ
ー
ズ
探
索

全
国
か
ら
最
適
な
シ
ー
ズ

の
特
定

事
業
化
の
サ
ポ
ー
ト

共
同
研
究

マ
ッ
チ
ン
グマッチング

プランナー
（MP)

MP

地域企業等

MP MP

地
域
科
学
技
術
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出

企
業
ニ
ー
ズ
の
解
決
・

高
付
加
価
値
製
品
・事
業
化

大学等 地域企業

企業ニーズ
のくみ取り

JSTのネットワーク
も活用したシーズ
探索

企業ニーズと全国の技術
シーズの最適マッチング

連

携

・頑張る地域を重点エリアとして集中的に支援
（5程度の専門家チームを編成）

・ＭＰが地域コミュニティに入り込み地域のネット
ワークと協働

「まち・ひと・しごと創生本部」における取組

平成２７年度予定額 ： 863 百万円（新規）
※運営費交付金中の推計額マッチングプランナープログラム
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平成２７年度予算額 ： 863 百万円（新規）
※運営費交付金中の推計額



地域イノベーション戦略支援プログラム

提案選定・支援

文部科学省・経済産業省・農林水産省・総務省

イノベーション推進協議会

自治体

企業群

金融機関

大学等研究機関

知のネットワーク

１．地域主導の取組
・地域の戦略の実効的な推進のため、産学官金で構成する「イノベーション推進協議会」を設置
・「地域イノベーション戦略」の策定・提案
・民間資金を含めた地域資金の投入

２．関係府省共同で「地域イノベーション戦略推進地域」を選定
・国際競争力強化地域

国際的に優位な大学等の技術シーズ・企業集積があり、海外からヒト・モノ・カネを惹きつける強力なポテンシャルを持った地域

・研究機能・産業集積高度化地域
地域の特性を活かしたイノベーションが期待でき、将来的には海外市場を獲得できるポテンシャル有する地域

３．選定された地域における取組を、関係府省が支援

（経済産業省）

◇産業界ネットワークの形成支援

◇事業化フェーズの研究開発費

◇産業集積のための企業立地支援

（農林水産省）
◇農林水産分野の技術開発支援

（総務省）
◇情報通信分野の技術開発支援

【関係府省の支援メニュー 】

産

官

学

金

地域イノベーションの創出に向けた地域主導の優れた構想を効果的に支援するため、大学等の研究段階から事業化に
至るまで連続的な展開ができるよう、関係府省の施策と連携して支援するシステムを構築。

文部科学省では、地域の大学等研究機関の地域貢献機能の強化など、地域独自の取組で不足している部分を支援し、
自立的で魅力的な地域づくりにより、競争力強化や我が国全体の科学技術の高度化・多様化を目指す。

概要

平成２７年度予算額 ：3,647百万円
（平成２６年度予算額 ：3,757百万円

※復興特別会計に別途 831百万円（1,183百万円）計上

◇大学等の知のネットワーク構築支援

◇地域の戦略の中核を担う研究者の集積

地域の戦略実現に向けた取組を持続的なものとするた
め、地域で活躍し、地域活性化に貢献しうる人材の育成
に資するプログラム開発を行う経費を支援。

大学等研究機関の研究設備・機器等を中小企業等が
活用するための、技術相談・技術指導等を行う技術支援
スタッフの配置に係る経費を支援。

◇地域の研究機関等での設備共用化支援

地域戦略の実現に貢献できる研究者を、国内
外問わず当該地域以外から招へいする経費を支
援。

地域の大学等研究機関におけるコンソーシアム
等の知のネットワークを構築し、地域の企業等との
連携を図る「地域連携コーディネータ」の配置等
に係る経費を支援。

【文部科学省の支援メニュー 】

◇地域の戦略実現のための人材育成プログラムの開発

9



愛知県「知の拠点」ナノテク
イノベーション戦略推進地域

くまもと有機エレクトロニクス
連携エリア

首都圏西部スマートQOL技術開発地域

ふくいスマートエネルギーデバイス開発地域

三重エネルギーイノベーション創出拠点

環びわ湖環境産業創造エリア

ながさき健康・医療・福祉
システム開発地域

けいはんな学研都市ヘルスケア開発地域

次世代産業の核となる
スーパーモジュール供給拠点(長野県全域）

北大リサーチ＆ビジネスパーク

浜松・東三河ライフフォトニクスイノベーション
福岡次世代社会システム

創出推進拠点

和歌山県特産農産物を活用した
健康産業イノベーション推進地域

ぎふ技術革新プログラム推進地域

いしかわ型環境価値創造産業創出エリア

えひめ水産グリーン
イノベーション創出地域

ひろしま医工連携ものづくり
イノベーション推進地域

ひょうご環境・エネルギーイノベー
ション・クラスター戦略推進地域

関西ライフ・イノベーション
戦略プロジェクト推進地域

次世代自動車宮城県エリア（復興）

いわて環境と人にやさしい次世代
モビリティ開発拠点（復興）

再生可能エネルギー先駆けの地ふくしま
イノベーション戦略推進地域（復興）

健やかな少子高齢化社会の構築をリードする
北陸ライフサイエンスクラスター

鳥取次世代創薬・健康産業創出地域

神奈川国際ライフサイエンス実用化開発拠点

富士山麓ファルマバレー戦略推進地域

京都科学技術イノベーション創出地域

とやまナノテクコネクト・コアコンピタンスエリア

地域イノベーション戦略支援プログラム支援地域一覧(平成26年7月1日現在）

あおもりグリーン＆ライフ・シナジー
イノベーション創出エリア（青森県全域）

秋田グリーン＆ライフ
イノベーション創出地域

山形有機エレクトロニクス
イノベーション戦略推進地域

知と医療創生宮城県エリア（復興）

とちぎフードイノベーション戦略推進地域

やまなし次世代環境・健康産業創出エリア

「やまぐちものづくり」環境・
医療イノベーション創出地域

かがわ健康関連製品開発地域

とくしま「健幸」イノベーション
構想推進地域
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革新的技術による
メガベンチャーの

創出

•産業構造の代謝停滞（企業の廃業率＞開業率）

•大学等の優れた基礎研究成果の死蔵

•リスクを取らない文化と起業精神の停滞

現状認識・課題

大学の革新的技術の研究開発支援と、民間の事業化ノウハウをもった人材による事業育成を一体的に実施し、新産業・新規市場のための大学
発日本型イノベーションモデルを構築（経験・知見の蓄積、人材育成等による持続的なイノベーションモデルを構築）

民間の事業化ノウハウを活用した大学の次世代技術の研究開発による新産業・新規市場の開拓と日本経済の復興・再生

革新的な技術シーズの事業化や国際展開を積極的に進めるため、
①新事業育成に熟練した民間人材を活用
②市場ニーズを踏まえたシーズを発掘
③早期のビジネスモデル策定による研究開発の効率化
④研究開発と事業育成を科学技術振興機構(JST)が一体的に支援
することにより、急成長する大学発ベンチャーを３年間で創出。

【平成27年度の新規取組】
既に有望な大学発ベンチャーが複数創出されており、事業を加速する
ためポートフォリオを新規に採択。また、シーズ発掘のための場を設
置。(技術シーズ発掘プログラム(130百万円))

科学技術振興機構（JST)

採択 選定
研究開発支援
事業化支援

グローバル市場へ

挑 戦

•研究機関に、技術シーズを市場ニーズにマッチングさせる人材が不足。
•研究者に事業経験や事業立ち上げに必要なネットワークが少ない。
•事業化に挑戦する研究を支援するリスクマネーが民間資金や公的研究資金に不足。

大学発ベンチャーの課題

大学・
独法

研究者
事業

プロモーター

研究者

ビジネス
モデル

技術シーズ
技術シーズ

技術シーズ

技術シーズ

選
定

（
目
利
き
）

ビ
ジ
ネ
ス

モ
デ
ル
作
成

① 事業化ノウハ
ウを持つ事業プ
ロモーターを採択

事業プロ
モーター

（ＶＣ・金融機関等）

② 大学の技術
を事業プロモー
ターが選定

事業プロモーター

③ ビジネスモデル
を構築し、提案

④ 経営人材と研究者のチームの
下、研究開発と事業化を一体的に

推進

研究者事業
プロモーター

ビジネス
モデル

技術シーズ

経
営
人
材
の
確
保

研
究
開
発
・
事
業
育
成

研究者

事業プロモーター

ビジネス
モデル

技術シーズ
経営者候補

・ 事業プロモーターの仲介による経営人材
と研究者のチームを結成
・ 事業プロモーターによるマネジメントの下、
成長を見据えた知財戦略・市場戦略
・ 民間資金呼び込みに向けた活動

世界トップクラスの
日本の基礎研究 ×

イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン

研究の「死の谷」
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大学発新産業創出プログラム（ＳＴＡＲＴ）
平成２７年度予算額 ： 2,290 百万円

（平成２６年度予算額 ： 2,454 百万円）
※27年度は運営費交付金中の推計額



事業プロモーター支援型 採択機関一覧
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ライフサイエンス（先端医
療、創薬、ＤＤＳ、医療機
器）

関西地域を中心としなが
ら、全国的に対応可能

代表取締役
谷 正之

バイオ・サイト・キャピ

タル株式会社

医療機器、環境・エネルギ
ー、他

東北地域を中心としなが
ら、関東地域にも対応
可能

代表取締役社長
熊谷 巧

東北イノベーションキャ

ピタル株式会社

生命科学、医療機器、物理
、環境技術、情報通信等、
様々な分野に対応可能

関東・甲信越を中心とし
ながら、全国的に対応可
能

代表取締役社長・マネージング
パートナー
郷治 友孝

株式会社東京大学エッジ

キャピタル

環境・エネルギー分野を中
心九州地域を中心としなが

ら、全国的に対応可能山口 泰久

ＤＢＪキャピタル株式会

社

佐々木 美樹

つくばテクノロジーシー

ド株式会社

株式会社ジャフコ

ライフサイエンス、環境・
エネルギー、情報通信、
金融工学
（上記以外にも対応可能）

代表取締役社長
瀧口 匡

ウエルインベストメント

株式会社

対象分野対象地域代表事業プロモーター代表実施機関

ライフサイエンス（先端医
療、創薬、ＤＤＳ、医療機
器）

代表取締役社長
谷 正之

バイオ・サイト・キャピ

タル株式会社

ナノテクノロジー・材料、
代表取締役社長
熊谷 巧

東北イノベーションキャ

ピタル株式会社

生命科学、医療機器、物理
、環境技術、情報通信等、
様々な分野に対応可能

関東・甲信越を中心とし
ながら、全国的に対応可
能

代表取締役社長・マネージング
パートナー
郷治 友孝

株式会社東京大学エッジ

キャピタル

環境・エネルギー分野を中
心
（アグリ、ライフサイエン
ス等にも対応可能）

九州地域を中心としなが
ら、全国的に対応可能

取締役
山口 泰久

ＤＢＪキャピタル株式会

社

代表取締役
佐々木 美樹

つくばテクノロジーシー

ド株式会社

ライフサイエンス（医療機器、
医療IT、創薬）、情報通信、
新素材、エレクトロニクス、
環境

全国株式会社ジャフコ

ライフサイエンス、環境・
エネルギー、情報通信、

（上記以外にも対応可能）

関東・甲信越を中心とし
ながら全国的に対応可能

代表取締役社長
瀧口 匡

ウエルインベストメント

株式会社

対象分野対象地域代表事業プロモーター代表実施機関

全国
ライフサイエンス、環
境・エネルギー、情報
通信、その他

投資部産学連携投資グループ・
ライフサイエンス投資
グループ グループリーダー
原田 謙治



事業プロモーター支援型 採択機関一覧
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代表実施機関 代表事業プロモーター 対象地域 対象分野

ウォーターベイン・パートナー
ズ株式会社

代表取締役パートナー
黒石 真史

全国
ライフサイエンス（バイオテク
ノロジー・創薬・医療機器分野
など）

360アイピージャパン株式会社
取締役
中野 讓

関東・甲信越、関西、
九州を中心としなが
ら全国的に対応可能

ライフサイエンス全般、環境・
エネルギー、ナノテクノロ
ジー・材料(上記以外にも全領
域に対応可能)

野村ホールディングス株式会社
野村證券金融公共公益法
人部 次長
濵田 隆徳

全国
全般（ライフサイエンス、環
境・エネルギー、ナノテクノロ
ジー・材料、情報通信）

株式会社ファストトラックイニ
シアティブ

代表取締役
木村 廣道

関東・東北・甲信
越・関西・九州（上
記以外にも全国に対
応可能）

ライフサイエンス（創薬、機器、
再生、医療IT等）、ナノテクノ
ロジー（診断、DDS等）、材料
（機能素材・バイオ素材等）

株式会社ケイエスピー
代表取締役社長
内田 裕久

関東・甲信越を中心
としながら、全国的
に対応可能

ライフサイエンス、環境・エネ
ルギー、ナノテクノロジー・材
料、情報通信、その他

Med Venture Partners株式会社
代表取締役社長
大下 創

全国
ライフサイエンス分野（特に医
療機器分野）



○ 我が国の成長の原動力となるイノベーション創出を推進するためには、専門分野を持ちつつ、幅広い視野や課題発見・解決能力、起業家マインド、
事業化志向を持つ人材を育成し、大学発ベンチャーや産業界での新規事業創出を促進することが必要。

○ 専門知識や研究開発力を持つ人材は育成されてきたが、ベンチャー業界に飛び込む人材や企業内でイノベーションを起こす人材へのニーズが急増。
○ 大学とＶＣのネットワーク等、大学発ベンチャーが成長するための環境（イノベーション・エコシステム）が未発達。

現状分析・課題

○取組内容：海外機関や企業等と連携し、起業に挑戦する人材や産業界でイノベーションを起こす人材の育成プログラムを開発・実施する大学等を支援
【プログラムの例】 ・ベンチャーキャピタリスト、メーカー、金融機関や大学を巻き込み、事業化メソッドや起業家マインドを若手研究者が取得するプログラム

・デザイン思考や異分野融合型のアプローチで解決を図るPBL(Project Based Learning: 問題解決型学習)等を中心としたプログラム

○受講対象者：大学院生・若手研究者・ポスドク等。ただし、採択機関外にも開けていることが条件。
○採択機関数・補助事業期間： １３機関・３年間（平成２６～２８年度）

大学院生・若手研究者

デザイン思考

事業化メソッド

アイディア創出法

アントレプレナーシップ

ＰＢＬ等の実践的人材育成プログラム
起業家

アイディア創出
技術者

企業内
アントレプレナー

革新的な研究者

挑戦する人材を「増やす」

イノベーション創出に挑戦・
支援する人材の輩出

海外の大学等

・プログラム・教材の提供

・講師の招へい

・受講者の派遣

ＶＣ・企業等
・課題の提示
・ワークショップ等の実施
・ＶＣ・企業等からの受講者の受入れ

事業の概要

○ 専門知識や研究開発の素養を持ち、課題発見・解決能力、起
業家マインド、事業化志向を身につけ、大学発ベンチャー業界や
大企業でイノベーションを創出する人材を育成。

○ 我が国におけるＶＣ・企業・大学・研究者間のネットワークを強
化し、持続的なイノベーション・エコシステムを構築することで、大
学発ベンチャーや新事業創出の素地を醸成する。

期待される効果
我が国の起業家・イノベーション人材育成の促進とイノベーション・エコシステム構築のため、
共通基盤事業の取組を行う機関を選定し、日本全体の取組を強化。

・ノウハウ共有、カリキュラムの深化、指導者養成
・民間企業を含めたネットワークの強化
・全国的なイベントの実施による起業・イノベーションの促進

単独機関では不可能なカリキュラムの開発と
イノベーション・エコシステムの構築を実現

専門知識・技術シーズ専門知識・技術シーズ
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グローバルアントレプレナー育成促進事業（ＥＤＧＥプログラム）
平成２７年度予算額 ：865百万円

（平成２６年度予算額 ：907百万円）



EDGEプログラム 採択機関一覧
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プログラムの名称 機関名 総括責任者

1 東京大学グローバルイノベーション人材育成促進事業 東京大学 堀井 秀之

2 起業実践プログラムによるイノベーションリーダーの育成 東京農工大学 千葉 一裕

3 チーム志向越境型アントレプレナー育成プログラム 東京工業大学 飯島 淳一

4 医・工・デザイン連携グローバルアントレプレナー育成プログラム
（iKODEプログラム）の開発・実施

滋賀医科大学 遠山 育夫

5 ＧＴＥＰ（グローバル・テクノロジー・アントレプレナーシップ・プログラム） 京都大学 椙山 泰生

6 「世界適塾」魁
-World Tekijuku Groundbreakers- 大阪大学 馬場 章夫

7 「モノのインターネット」分野でのグローバルアントレプレナー育成プログ
ラム～Global Entrepreneurs in Internet Of Things(GEIOT)～

奈良先端科学技術
大学院大学

小笠原 司

8 ひろしまアントレプレナーシッププログラム 広島大学 岡本 哲治

9 九州大学グローバルイノベーション人材育成エコシステム形成事業 九州大学 谷川 徹

10 地域産学官連携型持続イノベーション・エコシステム拠点：科学技術駆
動型イノベーション創出プレイヤー養成プログラム

大阪府立大学 辻 洋

11 グローバルイノベーション人材育成連携プログラム 慶應義塾大学 前野 隆司

12 WASEDA-EDGE 人材育成プログラム～共創館イノベーション・エコ
システムの構築～

早稲田大学 橋本 周司

13 イノベーション・アーキテクト養成プログラム 立命館大学 建山 和由



大学を核としたイノベーション・エコシステムの形成
〔イノベーション・エコシステムとは〕

生態系システムのように、それぞれのプレイヤーが相互に関与してイノベーションを創出
するシステム 科学技術・学術審議会 産業連携・地域支援部会 産学官連携推進委員会（平成23年9月）

大企業が、高度な技術を集積した製品を世界市場へ展開する。その上流の研究開発を大学等が
支え、具体的な製品開発段階を新興企業やもの作り系中小企業が支える。政策当局は新しい技術・
産業ビジョンを産業界に示し、新陳代謝を促す。

[イノベーションを巡る相互作用] ※

※Digital New Deal「氏家豊氏の大学発ベンチャーの底力」より改変

海外の大学

インキュベーター
シードアクセレレーター

地方自治体

金融機関

海外市場

もの作り中小企業
製造業

ベンチャーキャピタル

大学・研究機関
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第１章 第５期科学技術基本計画の策定に向けた考え方
（３）イノベーションの創出には産業界・大学・行政の「経営の革新」が必要

第４章 産官学の連携のありかた（オープンイノベーション）
（２）オープンイノベーションの推進に向けた考え方

《産業界の経営の革新》
（略） 新たな事業モデルによる「価値の創出」にあたっては、持てる技術から事業を考えるのではなく、将来のありたい姿

からバックキャスティング的に課題を浮き彫りにし、挑戦的なテーマを設定し、外部の技術や知見も積極的に取り込む
「オープンイノベーション」に大きく舵を切る必要がある。まずは、産業界自身が「経営の革新」に取り組むべきと認識して
いる。

《大学の経営の革新》

大学の存在価値を論文や研究者の再生産のみにおくのではなく、教育、産学連携、地域経済への貢献の観点からも魅力
的なものにして、外部の投資を大学に呼び込み、自立した経営体として運営する、という課題に真剣に取り組むべきであ
る。 （略）

《産業界と大学の連携促進は双方の経営革新から》
（略） 本提言では、既に大学改革の方向性や地域貢献について触れているが、産学連携の前提として、両者の「経営」レ
ベルでの目的の共有と具体的な行動が必要と考える。 （略）

例えば大学からは「日本の企業が海外の大学等と共同研究する金額規模が日本に比べて大変大きい。もっと国内の大
学等とも連携すべき。」という指摘があるが産業界の意識からすればこの状況は当然であると言える。企業が共同研究に
投じる資金は投資でありリスクはとりつつもリターンを期待している。一般的に大型の共同研究を行う海外の大学は、企
業の求める研究開発テーマを分析し、組織としてプロジェクトを企画して、必要に応じてスタッフを雇用するなど大学側もリ
スクをとり、成果もコミットする形で提案してくるのに対し、国内大学との共同研究では研究者個人が取り組みたい研究に
援助する形が多く、結果としてこのような研究費の規模の差が生じている。

端的に言えば、研究はビジネスであり、企業も投資に見合ったよい研究成果にはお金を払う、という認識をもって、経営体
としての信頼感を醸成していただきたい。 （略）

第５期科学技術基本計画の策定に対する提言
２０１５年（平成２７年）３月５日 産業競争力懇談会（ＣＯＣＮ）
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【年譜】
１９０１年 東京帝国大学理科大学講師
１９０７年 独 ケッチンゲン大学留学
１９１１年 東北帝国大学理科大学創立。教授就任
１９１６年 KS 磁石鋼発明
１９１９年 東北帝国大学付属鉄鋼研究所（後の金属材料研究所）

初代所長就任
１９３１年 東北帝国大学総長に就任
１９３３年 新 KS 磁石鋼発明
１９４９年 東京理科大学初代学長

18



厳しい経済情勢の中、 “価値創造”が日本の経済発展の鍵を握る。

常に世界の一歩先を行く先端技術シーズの創出とその事業化を、分野やセクター
の壁を超えて、日本の総力を結集して進めて行かなければならない。

大学等には、研究経営システムを抜本的に強化し、イノベーション・エコシ
ステム形成において中核的役割を担うことが求められている。

大学等が自らの持つ優れた知識・技術をタイムリーに、効果的に価値創造に組み込
むことは、社会的使命を果たす上で不可欠ではないか。

深刻な財政難により、国の研究開発投資についても、選択と集中が今後ますま
す強まると想定。その中で、大学等がこれまで築き上げてきた知識基盤・研究イ
ンフラをいかに発展させていくか。

大学等においても限られた資源の戦略的マネジメント強化、その一環として産学連携
による民間資金の導入拡大を図ることが不可欠ではないか。

産業界が持つ技術課題には、学問分野の再構成による新たな科学的アプローチを
持って解決すべきものが数多く存在。大学等は、産業界との協働を通じてこのような
科学の新領域開拓にもっと踏み込むべきではないか。
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参考資料
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強い大学発ベンチャーの創出加速（ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ｽｰﾊﾟｰﾌﾞﾘｯｼﾞ）

◆事業の核となる知財戦略の不足
◆ベンチャーの成長を支える事業化支援人材の不足
◆起業に挑戦する人材の不足

強い大学発ベンチャーの創出を加速させるためには、知財の集約・
強化、創業前段階からの経営人材との連携や、起業に挑戦し、イノ
ベーションを起こす人材の育成がそれぞれ重要であり、研究成果を
新産業の創出につなげるこれらの取組を一体的に推進していく。

大学発ベンチャーが抱える課題

特許群化やパッケージ化を進めることで活用が見込まれる国策上重要な特
許をJSTが発掘し、集約・強化することにより活用の促進を図る

グローバルアントレプレナー育成促進事業
(ＥＤＧＥプログラム)【H27予定額：865百万円】
グローバルアントレプレナー育成促進事業
(ＥＤＧＥプログラム)【H27予定額：865百万円】

大学発新産業創出拠点プロジェクト【2,878百万円】

海外機関や企業等と連携し、起業に挑戦する人
材や産業界でイノベーションを起こす人材の育
成プログラムを開発・実施する大学等を支援し、
イノベーション・エコシステムの創生を目指す

創業前の段階から、大学の革新的技術の研究開発支援と、民間の事業化ノウハウを
もった人材による事業育成を一体的に実施し、新産業・新規市場のための大学発日
本型イノベーションモデルを構築。またシーズ発掘のための場を設置。

知財活用支援事業【H27予定額：2,538百万円】

大学発新産業創出プログラム(ＳＴＡＲＴ)【H27予定額：2,290百万円】

ベ
ン
チ
ャ
ー
起
業

大学発ベンチャー
を支えるエコ

システムの創生

新市場を開拓する
「強い」大学発

ベンチャーの創出

ＰＢＬを中心としたイノベーション創出人材の育成

施策連携：｢ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰ(PM)の育成・活躍推進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣
⇒ ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ｴｺｼｽﾃﾑの創生に向けて、ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出人材の育成と流動化の観点から連携
施策連携：｢ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰ(PM)の育成・活躍推進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣
⇒ ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ｴｺｼｽﾃﾑの創生に向けて、ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出人材の育成と流動化の観点から連携

平成２７年度予算額 ：5,693百万円
（平成２６年度予算額 ：6,358百万円）

※運営費交付金中の推計額含む
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知財活用支援事業

大学等単独では活用へのハードルが高いが、特許群化やパッケージ化を進めることで活用が見込まれる国策上重要な特許を、(独)科学技術振興機構
（JST）が発掘し、集約・一元管理することにより活用促進（重要知財集約）。また、事業化のためには周辺特許を取得する必要があると判断し
た場合、新たに研究開発費を投入することで当該知財の価値を高めることも実施（スーパーハイウェイ）。

現 状 認 識 ・ 課 題

大学等に散在する知的財産や死蔵されている知的財産の戦略的な集約・パッケージ化等による、知財活用促進の必要性（科学技術イノベーション総
合戦略）、 研究開発の成果を死蔵・休眠させることなく積極的に有効活用することの必要性（「日本再興戦略」改訂2014）

重要知財集約活用制度

A大学等 B大学等

各大学等に散在しており、有効活用出
来ていない知財（活用率約3割未満）

知財活用
ライセンスや現物出資等有
効な手段を選択して活用

世界で活用促進

知 財 Ｆ Ｓ 型

大学等の保有特許について、外国特許取得に向けた出願支援や、評価や助言、特許相談等の支援を行
う制度。

・大学等が保有する方が将来的に芽が出る可能性の高い重要な特許について、大学保有のまま外国
特許出願関連経費を支援。

・特許主任調査員が、大学等に対して必要に応じて権利強化のために助言。

技術移転のための環境整備等

・技術移転目利き人材育成（大学等の技術移転従事者への研修会開催）

スーパーハイウェイ
知財の価値を高めるよう研究
開発を実施し、権利を強化

重要知財集約（譲受）
市場の視点から散在している
知財を集約

大学等

・研究成果展開推進、技術移転等促進等（大学見本市、新技術説明会等）

平成２７年度予算額 ：2,538百万円
（平成２６年度予算額 ：2,997百万円）

※運営費交付金中の推計額

22



工学、医学、薬学、理学などの融合領域や、ナノバイオ、ＩＴなどの先端的融合領域において、次世代を担う研究者・
技術者の育成を図りつつ、将来的な実用化を見据え、入り口から出口まで一貫した産学協働により、技術シーズが確
立される「研究段階」から、企業による市場創生のための取組が本格化する「事業化段階」まで、いわゆる、研究成果
を世に送り出すための壁である「死の谷」を克服することを目指した研究開発を行う拠点形成を支援。

◆産業界との共同提案を義務化。
◆マッチングファンド方式による企業からの多大な

コミットメント。
◆総括責任者を学長とし、組織×組織（大学等×企業）

の体制を実現。
◆採択３年後の再審査で１／３程度に絞込みを行い、

生き残った評価の高い拠点を７年間、集中的に支
援（最長１０年間の支援）。
再審査までの３年間：年間３億円程度の支援
本格的実施後 ：年間５～７億円程度の支援

プログラムの概要

ポイント

＜HP＞ http://www.jst.go.jp/shincho/sentanyugo/index.htm Facebookでも情報発信中「先端融合領域イノベーション創出拠点形成プログラム」

事例紹介

京都大学

リウマチの炎症
そのものを抑制
し、痛みの原因
を根本的に治療
する創薬。

23

イノベーションシステム整備事業

先端融合領域イノベーション創出拠点形成プログラム

九州大学

これまで直接見
ることの出来な
かった生体レ
ドックス（酸化還
元状態）を見る
ことで、発症前
に病気が分か
る。

平成２７年度予算額 ：5,422百万円
（平成２６年度予算額 ：5,708百万円）



光ネットワーク超低エネルギー化技術拠点
代表機関：産業技術総合研究所
協働機関：日本電信電話(株)、(株)富士通研究所、
古河電機工業(株)、(株)トリマティス、日本電気(株)、
富士通(株)、(株)フジクラ、(株)アルネラボラトリ、住友電気工
業(株)、北日本電線(株)

再生医療本格化のための最先端技術融合拠点
代表機関：東京女子医科大学
協働機関：大日本印刷(株)、(株)セルシード、
(株)日立製作所

ナノ量子情報エレクトロニクス連携研究拠点
代表機関：東京大学
協働機関：シャープ(株)、日本電気(株)、(株)日立製作所、
(株)富士通研究所、(株)QDレーザ

システム疾患生命科学による先端医療技術開発
代表機関：東京大学
協働機関：㈱未来創薬研究所、 オリンパス㈱、 積水メディカル
㈱、 東レ㈱、 田辺三菱製薬㈱、 日立アロカメディカル㈱、
㈱ニコン、 興和㈱、ソニー㈱

先端融合医療レドックスナビ研究拠点
代表機関：九州大学
協働機関：日本電子(株)、(株)島津製作所、
田辺三菱製薬(株)、大鵬薬品工業(株)、
HOYA(株)、富士電機ホールディングス(株)、
日油(株)、九州電力(株)

翻訳後修飾プロテオミクス医療研究拠点の形成
代表機関：横浜市立大学
協働機関： ㈱メディカル・プロテオスコープ、 ライオン㈱、
富士フイルム㈱、 エーザイ㈱、 ㈱ファンケル、 東ソー㈱、
積水メディカル㈱、 富山化学工業㈱、 ㈱セルフリーサイエンス

マイクロシステム融合研究開発拠点
代表機関：東北大学
協働機関：(株)リコー、(株)トッパン・テクニカル・デザイン
センター、(株)メムス・コア、(株)北川鉄工所、住友精密
工業、トヨタ自動車(株)、日本信号(株)、日本電産コパル
電子(株)、日本電波工業(株)、メムザス(株)、(株)豊田中
央研究所、ニッコー(株)、日本航空電子工業(株)、
古河電気工業(株)、 (株)クレステック

バイオプロダクション次世代農工連携拠点
代表機関：神戸大学
協働機関：旭化成ケミカルズ(株)、江崎グリコ(株)、
(株)カネカ、月桂冠(株)、コスモ石油、ダイセル化学工業
(株)、帝人(株)、長瀬産業(株)、日東電工(株)、(株)日本
紙パルプ研究所、(株)日本触媒、ハウスウェルネスフー
ズ(株)、Bio-energy(株)、フジッコ（株)、丸善製薬(株)、
三井化学(株)

フォトニクス先端融合研究拠点
代表機関：大阪大学
協働機関：(株)島津製作所、シャープ(株)、
日東電工(株)、(株)三菱化学科学技術研究センター、
IDEC(株)

高次生体イメージング先端テクノハブ
代表機関：京都大学
協働機関：キヤノン(株)、大塚製薬㈱

未来創薬・医療イノベーション拠点形成
代表機関：北海道大学
協働機関：塩野義製薬(株)、(株)日立製作所、
住友ベークライト(株)、日本メジフィジックス(株)
、三菱重工業(株)

平成２６年度実施課題：１２課題

※平成１８年～平成２０年にかけて２１課題を採択

次世代免疫制御を目指す創薬医学融合拠点
代表機関：京都大学
協働機関：アステラス製薬(株)

先端融合領域イノベーション創出拠点形成プログラム実施課題一覧
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大学等シーズ・ニーズ創出強化支援事業

中核企業産

経営部門

研究部門

事業化・マーケ
ティング部門

官等

研究開発独法

第三セクター

地方公共団体

NPO

商社等

ｼﾝｸﾀﾝｸ等

金融

その他大学等学

大学執行部

産学連携本部長

理工系、医薬系
研究者

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等

人社系(経、商、
法、文等)研究者

● COI拠点（センター・オブ・イノベーションプログラムによる研究開発を行う大学等）に「研究推進機構」を設置し、
研究開発拠点のマネジメント及び新たなシーズ・ニーズの発掘・調査活動を一体に推進。

●新たなシーズ・ニーズの発掘等と調査により、新たな研究開発課題や社会実装を見据えたロードマップを継続的に企画・立案。
●各拠点活動の更なる高度化を進めるため、事業全体の活動を俯瞰的にモニタリングするとともに、

拠点の活動状況の集約・分析・情報共有等に係る取組を実施。

自然科学系研究者と企
業だけでなく、研究開発
独法、金融機関・商社
や人社系研究者、地方
自治体、NPOなどに連
携範囲を広げ、イノベー
ション対話ツールの活
用等により、新たなシー
ズ・ニーズを発掘。

研究開発活動

地方
自治体

独法

ベン
チャー

企業 NPO

人社系
研究者

金融

自然
科学系
研究者

センター・オブ・イノベーションプログラム

ＣＯＩ拠点の運営統括・マネジメント

ＣＯＩ拠点の運営総括・マネジメント

●産業界の経験者または知見を有する人材を中心とした研究推進機構を設置
●拠点の研究開発活動等に関連した新たなシーズ・ニーズ等を発掘
●発掘されたシーズ・ニーズの実現可能性や事業化の可能性を検証し、新たな研
究開発課題やロードマップを継続的に企画・立案し研究開発へフィードバック

（研究推進機構の人材イメージ）
①プロジェクトリーダー（拠点の運営を総括） ②研究リーダー（研究開発の遂行）
③機構戦略支援総括（運営本部機能、戦略・企画等）
④シーズ・ニーズ探索統括（新たなシーズ・ニーズ等の探索）
⑤知財戦略統括（知財の戦略的活用） ⑥サポートスタッフ

ＣＯＩ ＳＴＲＥＡＭ事業全
体の活動を俯瞰的にモニ
タリングする構造化チー
ムにおいて
●各拠点の活動状況の
集約・分析
●活動の見える化
等を実施し、拠点の活動
を高度化。 事業化を見込める

シーズ・ニーズ

社会的な課題解決の
シーズ・ニーズ

新価値・市場創造
シーズ・ニーズ

新たなシーズ・ニーズ等の発掘

大学等シーズ・ニーズ創出
強化支援プログラム

研究開発と社会実
装を一体的に推進

構造化チームに
よる調査研究で
各拠点の取組を

高度化

研究成果の
社会実装によ
るイノベーショ

ン創出

新たなシーズ・ニーズ等の発掘

イノベーション対話ツールの活用等

研究推進機構

指揮

各ＣＯＩ拠点

COI STREAM
構造化チーム

平成２７年度予算額 ：1,095百万円
（平成２６年度予算額 ：1,142百万円）
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・ＵＲＡ配置機関

Ｈ24年度58機関→Ｈ25年度69機関

・各機関が独自資金によりＵＲＡを

採用しはじめている。

我が国の大学等では、研究開発内容について一定の理解を有しつつ、研
究資金の調達・管理、知財の管理・活用等を行う人材が十分ではないため、

研究者に研究活動以外の業務で過度の負担が生じている状況にある。

①スキル標準の策定、研修・教育プログラムの整備など、リサーチ・アドミニストレーターを育成し、定着させる全国的なシステムを整備

②研究開発に知見のある人材を大学等がリサーチ・アドミニストレーターとして活用・育成することを支援

③スキル標準・研修・教育プログラム等を活用した研修等による研究マネジメント人材の育成を通じた全国的なURAネットワークの構築

リサーチ・アドミニストレーター（ＵＲＡ）
大学等において、研究者とともに、研究

企画立案、研究資金の調達・管理、知財

の管理・活用等を行う人材群

を育成・確保する全国的なシステムを整備する

とともに、専門性の高い職種として定着を図る。

背 景

概 要

協力活用 協力活用

◆研修・教育プログラムの整備
（スキル標準を活用した全国的な研修・教育プログラム）

◆スキル標準の策定
（URAの業務として一般に想定される内容ごとに必要な

実務能力を明確化・体系化した指標）

◆リサーチ・アドミニストレーションシス
テムの整備

リサーチ・アドミニストレーターの業務
○シニア・リサーチ・アドミニストレーター
リサーチ・アドミニストレーター組織の統括、大型研

究プログラムの主体的な運営・進行管理等
○リサーチ・アドミニストレーター
研究開発や産学連携の複数プロジェクトに係る申

請、競争的資金等の企画・情報収集・申請、採択後
の運営・進行管理、情報収集、交渉等

目 的
①研究者の研究活動

活性化のための環境

整備

②研究開発マネジメント

の強化による研究推

進体制の充実強化

③科学技術人材の

キャリアパスの多様化

研
究
環
境
整
備

②
大
学
等
に
お
け
る

ト
す
る
仕
組
み
の
整
備

①
研
究
環
境
整
備
を
サ
ポ
ー

Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

【平成24年度開始10機関】

◆リサーチ・アドミニストレーションシステ
ムの整備

◆研究マネジメント人材の育成を通じた
ＵＲＡ全国ネットワークの構築
・完成したスキル標準や研修・教育プログラムを活用した研修等を実施・運用することにより、
URAシステムの定着及びURAの質の向上を図る。
・URAシステムの全国展開及び定着のため、シンポジウム等を開催することで、
大学間の連携を促し、URAの全国ネットワーク構築に寄与する。

※シニアＵＲＡの継続によるシステム定着の加速化

制度化 展 開 定 着

※シニアＵＲＡの継続によるシステム定着の加速化

平成25年度完成

平成25年度完成

リサーチ・アドミニストレーターを育成・確保するシステムの整備
平成２７年度予算額：332百万円

（平成２６年度予算額：836百万円）

シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
の
構
築

③
リ
サ
ー
チ
・
ア
ド
ミ
ニ
ス
ト
レ
ー

成 果
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近年の産学官連携の進展・深化により、大学の潜在的リスクが増大。
（例：適切な利益相反マネジメントができていないことによる信頼性低下、学生を通じた技術流出）
適切な産学官連携の推進のためには、リスクマネジメントの強化が不可欠。

背景

事業実施大学においてリスクマネジメントの仕組み（規程、人員、情報管理等）を整備し、運用を経て望ましいモデル
を確立。全国の大学に展開できるよう、規程や具体的判断の事例等を取りまとめる。

事業内容

産学官連携リスクマネジメントモデル事業 平成２７年度予算額 ：73百万円（新規）

全国にリスクマネジメントの仕組みを展開し、産学官連携を更に進展・深化させる。

テーマ１：利益相反マネジメント

利益相反は産学官連携に必然的に伴うものであるが、適切なマネジメントが
できていないことによる信頼性低下を懸念することが産学官連携推進の障壁
となっている。各大学は平成１４年に策定された「利益相反ワーキング・グ
ループ報告書」に基づきポリシーを策定しマネジメントを行っているが、株式取
得等の産学官連携の進展・深化により、研究の公正性や透明性に疑念を抱
かれるリスクが増加している。

・研究者個人の利益相反に関する情報管理
・大学組織としての利益相反に関するポリシー及び体制の整備
・教職員への啓発

等を通じて、利益相反マネジメントの仕組みを確立する。

テーマ２：学生を通じた技術流出の防止

学生の産学官連携への参加はイノベーション創出に重要である一方、技術
流出の懸念が産学官連携の推進への障壁となっている。特に、 情報化・グ
ローバル化が進んだことにより、国外への流出リスクが増加している。

・規程の整備
・情報管理の強化
・教職員への啓発

等を通じて、学生を通じた技術流出防止の仕組みを確立する。

大学における責任
①教育、②研究、

③教育・研究の成果の社会
への提供

企業等との関係で
有する利益や責務
研究費や遂行義務等

学生との関係性
研究活動の自由

卒業後の居住・就職の
自由

企業等との関係性
秘密保持契約等の責任
企業利益の確保

成果
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ＪＳＴ復興促進プログラム

○3年間の取組により、被災地において先進技術の導入は大きく前進。産業復興に貢献。
○これまでの支援課題に対し、マッチングプランナーにより最終的な事業化に至るまでのサポートを実施。

○マッチングプランナーにより、被災地企業の最終的な事業化（上
市、ライセンス等）に向けた支援活動を実施。

○開発企業の実情や目指す事業化の内容に合わせた、きめ細か
い支援（各種開発制度へのつなぎ込み、新たなパートナー企業や
研究機関の紹介、マーケティング・販路開拓専門家の紹介、見本
市への成果出展サポート等）を実施し、事業化に結び付けていく。

概要

マッチングプランナーにより、最終的な事業
化に向けたサポートを実施

事 業 化

○震災により顧客を奪われ、顧客の再獲得に苦心している被災地
企業が多い。工場(ハード）は復旧したものの、今後は稼働率向
上が課題。 顧客を取り戻し、売上げを回復するには、震災前よ
り付加価値の高い製品開発や、新製品開発が必要。

○就労者（特に若年層）を被災地に呼び戻すには、付加価値の高
い製品を産み出す産業を育成し、雇用の場を創出することが必
要。

背景・課題

事業内容

復興促進プログラムの支援課題（例）

○被災地企業による新たな産業創出・雇用創出

○復興の加速

事業効果

マッチング
プランナー

他の開発制度への
応募支援・つなぎこみ

マーケティング、
販路開拓専門家の紹介

新たなパートナー企業、
研究機関の紹介

見本市等への成果出展

高耐食性刃物
の開発

スラリーアイスを活用した
水産物の長期鮮度保持技術

植物工場におけるイ
チゴ栽培技術の開発

平成２７年度予算額 ： 334百万円
（平成２６年度予算額 ：1,439百万円）

※復興特別会計に計上
※運営費交付金中の推計額
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○ 改正研究開発力強化法に基づき、JSTの研究開発成果を事業活動において活用しようとする者（大学等発ベン
チャー）に対し、JSTが金銭出資及び自ら保有する知的財産、設備等の現物出資を行う。

○ ベンチャー企業の創出成長を通じて、JSTの研究開発成果の実用化・社会還元を促進。
○ JSTがベンチャーへ出資することで、更なる民間資金の呼び込みを目指す。
○ 知的財産の現物出資を可能とすることで、JSTや大学の未利用特許を有効活用。

１．事業概要

２．目的

３．事業スキーム

出資型新事業創出支援プログラム（SUCCESS) 平成２４年度補正予算額：３８０億円の内数
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